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新年のご挨拶

　謹んで新年のご挨拶を申し上げます。
　昨年は、みなさま方のご支援とご協力により、円滑な
組織運営が出来ましたことを感謝申し上げます。
　全宅連と全宅保証は、総会決議に基づき、昨年8月
に公益社団法人への移行認定を申請し、国民の住生
活環境の改善や、一層の消費者保護に資する事業等
の公益事業を積極的に展開しております。
　その一環で、東日本大震災における被災者の住宅
供給に関する支援として、都道府県宅建協会と連携を
図りながら、国に対して提言活動を展開するとともに、
応急借上げ住宅に関する情報提供やハトマークサイト
等を活用して被災者に対する積極的な物件情報の提
供による賃貸住宅の斡旋を推進してきました。
　さらに都道府県宅建協会を通じて、義捐金の募集を行
い、全宅連、都道府県宅建協会あわせて約3億円の義捐
金が寄せられ、まさに全宅連とみなさま方との「絆」を実
感いたしました。この場を借りて改めて御礼申し上げます。
　また、国民の住生活環境の整備向上を図るための
活動として、都道府県宅建協会の協力のもと国に対す
る土地住宅税制・政策提言活動を行った結果、政府の
平成24年度税制改正大綱においては、住宅取得等資
金の贈与税の非課税制度の拡充・延長をはじめ、新築
住宅に係る固定資産税の減額、土地・住宅に係る不
動産取得税の軽減や新築住宅用土地に係る不動産

取得税の特例、宅地評価土地に係る不動産取得税の
課税標準の特例等に関する延長という成果が得られ、
国民の住宅取得の負担軽減が継続されることとなりま
した。あわせて特定事業用資産の買換特例の延長に
おいても、一定の成果を得ることができました。
　平成25年秋に迫った公益法人改革への対応につ
いては、全宅連・全宅保証の公益社団法人移行ととも
に、都道府県宅建協会へ情報提供を行い、万全を期
す所存であります。
　さらに、安全・安心な不動産取引の推進を通じて消
費者保護を図るとともに、国民の住生活環境改善を図
るため、各種調査研究、政策提言活動を通じて不動産
取引の活性化ひいては我が国経済の牽引となるべく
事業を実施していきます。
　全宅保証においては、消費者保護を図るための苦
情解決相談業務や弁済業務、手付金等の保管業務
や紛争の未然防止のための研修業務等の実施を通
じて、宅地建物取引の適正化に尽力していきます。
　全宅連と全宅保証は、これからも都道府県宅建協
会や会員各位と連携し、消費者利益の擁護と増進に
努め、国民の住生活環境の改善と向上を目的として邁
進していく所存です。
　最後にみなさま方のますますのご繁栄とご健勝をお
祈り申し上げ、新年のご挨拶とさせていただきます。
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平成24年度税制改正大綱が閣議決定される

〈非課税枠〉
　1,000万円

〈非課税枠〉
① 省エネルギー性・耐震性を備えた良質な住宅の場合
・平成24年中の住宅取得等資金贈与　1,500万円
・平成25年中の住宅取得等資金贈与　1,200万円
・平成26年中の住宅取得等資金贈与　1,000万円
※東日本大震災の被災者については、25年中、26年中の
贈与についても、1,500万円まで非課税
② ①以外の住宅（一般住宅）の場合
・平成24年中の住宅取得等資金贈与　1,000万円
・平成25年中の住宅取得等資金贈与　　700万円
・平成26年中の住宅取得等資金贈与　　500万円
※東日本大震災の被災者については、25年中、26年中の
贈与についても、1,000万円まで非課税

〈住宅の床面積〉
東日本大震災の被災者を除き、50㎡以上240㎡以下

現行 改正案

〈住宅の床面積〉
　50㎡以上

●財務省・平成24年度税制改正大綱
  URL  http://www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/24taikou_3.pdf

　税制改正大綱が昨年12月10日に閣議決定されました。決定
項目のうち、不動産関連で主なものは下記の通りです（本内容
は、改正案です。税制改正関連法案は、政治情勢等に変動がな
ければ平成24年年明けの通常国会で審議され、3月末に成立
する見込みです）。
1 拡充のうえ、適用期限が延長されるもの
●住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の非課税制度
　非課税枠が以下のとおり拡充され、適用期限が平成26年12
月31日まで延長。

2 適用期限が延長されるもの
（1）新築住宅に係る固定資産税の減額措置（2分の1に減額）…

2年延長
（2）宅地評価土地に係る不動産取得税の課税標準の特例措置
（2分の1に減額）…3年延長

（3）土地・住宅に係る不動産取得税の軽減税率…3年延長
（4）新築住宅を宅建業者が取得したものとみなす日を住宅新築

の日から1年（本則6月）を経過した日とする不動産取得税
の特例措置…2年延長

（5）新築住宅用土地に係る不動産取得税の減額措置について、
土地取得後住宅新築までの経過年数を3年（本則2年）とす
る特例措置…2年延長

（6）住宅取得等資金の贈与に係る相続時精算課税制度の特例
措置…3年延長

（7）居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の繰越控除等…
2年延長

（8）特定居住用財産の譲渡損失の繰越控除等…2年延長
3 一部内容が見直されるもの
（1）特定の居住用財産の買換等に係る長期譲渡所得の課税特

例措置（課税の繰延）…譲渡価格の要件を見直しのうえ、2
年延長

・現行→譲渡資産の譲渡価格：2億円以下
・改正案→譲渡資産の譲渡価格：1.5億円以下
（2）長期保有土地等（所有期間10年超）を譲渡し、新たに事業

用資産に買い換えた場合の特例（80％の課税繰延）…対象
となる買換資産について一部要件を見直しのうえ、3年延長

（３）特定の民間住宅地造成事業のために土地等を譲渡した場合
の1,500万円特別控除…適用対象を見直しのうえ、3年延長

（4）長期優良住宅の普及の促進に関する法律に基づく認定長
期優良住宅を新築した場合における各種特例措置（登録免
許税、不動産取得税、固定資産税、所得税）…一部見直しの
上、2年延長

（5）土地に係る固定資産税の課税標準の特例措置…住宅用地
については縮減

4 新たに創設される措置
　低炭素まちづくり促進法（仮称）の制定に伴い、一定の認定省
エネルギー住宅の新築・取得等について、住宅ローン減税の拡
充や登録免許税の軽減税率の特例措置が講じられます。
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